
真岡市行政評価システム
評価対象年度 年度 作成日 年　      月  　    日

事務事業名

政策名
施策名

関連個別計画 単年度のみ

単年度繰返（開始年度 年度～）

期間限定複数年度（ 年度～ 年度）

増補版施策名

法令根拠

担当

予算科目

事業期間

1. 現状把握の部　（1）事務事業の目的と指標

事業概要

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）の推移

⑥対象指標（対象の大きさを表す指標）の推移

⑦成果指標（対象における意図された対象の程度）の推移

⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）の推移
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オ

ア
イ
ウ
エ
オ

単位

②対象（誰、何を対象にしているのか）  ＊人や自然資源等

③意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）

④結果（どんな結果（上位施策）に結びつけるのか）

（2）総事業費の推移

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

国庫支出金 千円

千円
千円

千円

千円
千円

千円

時間

千円
人

県支出金
地方債
その他
一般財源

事業費計（Ａ）
正規職員従事人数
延べ業務時間
人件費計（Ｂ）

トータルコスト（Ａ）+（Ｂ）

実施計画上の主要事業

事務事業マネージメントシート

投
入
量

事
業
費
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源
内
訳

人
件
費

単位

     年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

名称 単位      年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

ア
イ
ウ
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オ

名称 単位      年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

ア
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オ

名称 単位      年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

     年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

①この事務事業を開始
したきっかけは何か？
いつごろどんな経緯で
開始されたのか。

②事務事業を取り巻く
状況（対象者や根拠法
令等）はどう変化して
いるか、開始時期ある
いは 5 年前と比べてど
う変わったのか？

③この事務事業に対し
て関係者（住民、議会、
事業対象者、利害関係
者等）からどんな意見
や要望が寄せられてい
るか？

①手段（主な活動）

平成31 令和2 05 07

新型インフルエンザ等対策事業 健康福祉部　健康増進課　健康支援係

C 思いやりと安心に満ちたみんな元気なまちづくり

6 健康づくりの推進

 

新型インフルエンザ等対策特別措置法

1.一般会計 4.衛生費 1.保健衛生費 2.予防費

■ 26

新型インフルエンザ対策について、国、県の「新型インフルエンザ対策行動計画」を踏まえ、平成21年9月に真岡市新型インフルエンザ行動計画を作成した。
その後、平成24年5月に、新型インフルエンザ等対策特別措置法が定められた。特措法に基づき、国、県は「新型インフルエンザ等対策行動計画」を策定、真岡市では平成
２６年３月に真岡市新型インフルエンザ等対策行動計画を作成。感染予防、まん延防止、医療及び行政機関が行う業務継続の維持を確保するため、発生前から予防の啓発、
感染予防用品の備蓄を行うとともに、発生時の訓練や市民に対しての啓発を行う。また、国内で発生した場合には、国・県の動向に合わせて市対策本部を設置し、全庁で対
策にあたる。
新型インフルエンザ等の発生に備えた事前の対策や発生後の感染予防対策、健康被害を最小限にとどめる対策等を定めた「新型インフルエンザ等対策ガイドライン」を平
成27年6月に作成した。

31年度実績

2年度計画

・備蓄計画に基づき、感染予防用品を購入
・消費期限が切れる3年目の消毒液（965Ｌ）の配付・処分
・使用期限が切れる5年目のマスク（271,000枚）の配付・処分
・コロナウイルス対策用に消毒液（945Ｌ）の配布
・コロナウイルス対策用にマスク（60,800枚）の配布
・コロナウイルス感染症発生のためマスク（249,000枚）が納入でき
ないため次年度に繰越
・ホームページ等で新型インフルエンザ等対策行動計画を周知
・国主催の情報伝達訓練に参加

・備蓄計画に基づき、感染予防用品を購入
・Ｈ31未納分マスク（249,000枚）の購入
・Ｈ31コロナウイルス対策用に配布した消毒液（945Ｌ）の購入
・Ｈ31コロナウイルス対策用に配布したマスク（60,800枚）の購入
・ホームページ等で新型インフルエンザ等対策行動計画を周知
・国主催の情報伝達訓練に参加

・市民
・衛生用品の備蓄（3週間分の備蓄を想定）
　消毒液（手指消毒用、予防接種時の消毒アルコール）
　マスク（市民81,000人×10枚）
　防護服（20人×2（午前1午後1）×21日）
　

・新型インフルエンザ等の理解と基本的な感染予防対策の習得ができる
・あらゆる自然災害発生に備えた生活必需品の備蓄が常にできる

・健康被害を最小限にとどめ、市民の生命や健康を守り、市民生活及び経
済に及ぼす影響を最小限にする

28 29 30 31 2

消毒液備蓄数（リットル） ? 965 965 965 965 965

サージカルマスク備蓄数（大・小） 枚 0 0 271,000 22,000 518,000

防護服備蓄数 枚 0 0 280 280 280

市民に対する啓発 回 1 1 1 1 1

28 29 30 31 2

消毒液備蓄計画数（リットル） ? 2,895 2,895 2,895 2,895 2,895

マスク備蓄計画数（大・小） 枚 813,000 813,000 813,000 564,000 813,000

防護服備蓄計画数 枚 840 840 840 840 840

市民数 人 79,422 79,542 79,414 79,324 78,874

28 29 30 31 2

消毒液の備蓄率 ％ 100 100 100 100 100

サージカルマスク備蓄率 ％ 100 100 100 69.4 100

防護服備蓄率 ％ 100 100 100 100 100

市民に対する啓発 回 1 1 1 1 1

28 29 30 31 2

備蓄品を備えている市民の割合 ％ － － - - -

計画どおり備蓄できている割合 ％ 100 100 100 89.8 100

28 29 30 31 2

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

682 569 2,532 1,171 3,743

682 569 2,532 1,171 3,743

1 1 1 1 1

100 100 100 100 100

415 415 417 404 404

1,097 984 2,949 1,575 4,147

東南アジアを中心に鳥インフルエンザ発生の流行を受け、国民の健康危機管理に関わる重要な課題として国民の安全確保のために、平成２１年度から開始。

平成２４年　５月１１日　新型インフルエンザ等対策特別措置法制定
平成２５年　４月１３日　新型インフルエンザ等対策特別措置法施行
平成２５年　６月　７日　新型インフルエンザ等対策政府行動計画閣議決定
平成２５年１１月１２日　栃木県新型インフルエンザ等対策行動計画作成
平成２６年　３月　　　　真岡市新型インフルエンザ等対策行動計画作成
平成２７年　６月　　　　真岡市新型インフルエンザ等対策ガイドライン作成
平成２８年１２月１３日　国主催の情報伝達訓練に参加
平成２９年１１月　７日　国主催の情報伝達訓練に参加
平成30年１１月 　9日 　国主催の情報伝達訓練に参加
平成30年１１月　13日 　国主催の情報伝達訓練に参加
令和 2年　１月　15日 　国主催の情報伝達訓練に参加
令和 2年　１月　　　　 新型コロナウイルス感染症の影響により、マスクの入荷ができなくなった。


